
ISSN　0426－2700

通　巻　132号　　　2023年9月

Report of National Research Institute 
of Fire and Disaster  

No.132   September 2023

消
防
研
究
所
報
告
　
通
巻
1
3
2
号
　
2
0
2
3
年
9
月 /

 R
e
p
o
r
t o
f
 N
a
t
io
n
a
l R
e
s
e
a
r
c
h
 I
n
s
t
it
u
te
 o
f
 F
ir
e
 a
n
d
 D
is
a
s
te
r
 N
o
. 1
3
2
, S
e
p
te
m
b
e
r
 2
0
2
3
.





片方向延焼を考慮して構築した延焼クラスタを用いた高速な計算方法による焼損棟数の計算結果　本文 25 ページ参照
The number of burnt buildings per mesh calculated by the method considering the one way fire spreading. See also 
page 25.

（1）1km メッシュ
(1) Mesh size is about 1km.

（2）250m メッシュ
(2) Mesh size is about 250m.



上段：C 面を撮影、中段：A 面を撮影、下段：B 面を撮影
Top: surface C, middle: surface A, bottom: surface B

ろ紙を使用した場合における火炎の様子　本文 35 ページ参照
Aspects of spreading flame. Sample: filter paper. t: time after ignition. :See also page 35.

上段：C 面を撮影、中段：A 面を撮影、下段：B 面を撮影
Top: surface C, middle: surface A, bottom: surface B
ポリエチレンシートを使用した場合における火炎の様子　本文 36 ページ参照
Aspects of spreading flame. Sample: polyethylene sheet. See also page 36.
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技術報告

消火活動困難な火災に対応するための消火手法の研究開発について
～大規模倉庫火災に関する実態調査～

髙橋　優太、内藤　浩由、天野　久徳

（令和 5 年 7 月 6 日　受理）

近年、物流業界の需要拡大に伴い、倉庫の件数増加及び大規模化の傾向が進んでいる中、殉職事案も含
む大規模倉庫火災が急増している。
倉庫火災が発生すると濃煙熱気や急速な延焼拡大により、消防隊の屋内進入が困難となり、長時間の消
火活動を余儀なくされる。結果として、周辺の生活や環境に影響を与えることに加え、物流ラインが停止する
ことによる莫大な経済損失に繋がる。
本稿では、今後も発生しうる大規模倉庫火災に対応するため、実態調査により大規模倉庫等の火災対応
時における問題点や課題を抽出した。

1.　はじめに

近年、ネット通販等の需要拡大に伴い、倉庫の件数は年々
増加傾向にあり、総務省消防庁消防白書 1）のデータによると、
平成 22 年から令和 2 年の10 年間で1.4万件増加している（図
1.1）。また、国土交通省建築・住宅関係統計データ 2）による

注 消防隊員とは、狭義では現場出動する消防吏員で、かつ、
放水隊に属する小隊長と機関員を除いた者の意で使用され
るが、本調査では広義の現場出動する消防吏員と定義する。
＊ 神戸大学都市安全研究センター

と、平成 23 年から令和 3 年の着工予定の倉庫の棟数は横
ばいであるが、当該着工予定の倉庫の床面積は 10 年で約
770 万㎡増加、1 棟あたりの床面積は 2 倍以上となっている

（図1.2）。このことからもわかる通り、倉庫の総数増加に加え、
大規模化が進んでいる。

倉庫の件数が 年間で 万件増加

1．総務省消防庁「消防白書 1)」より作成。（1989-2022）
2． 消防法施行令別表第 1（14）項に該当する防火対象物で延べ面積

150㎡以上のものを集計。

図 1.1　倉庫 (14 項）の件数の推移
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倉庫は、物品を保管する性質上、大量の可燃物の保管及
び太陽光等による物品の劣化を避けていることが多い。その
ため、物品搬出入や大型機器入替等の作業上必要な開口部
以外は、法令上設置しなければならない開口部を除き、必
要最低限となっており、トラック等の搬出入がない階の開口
部は極端に減り、消火活動上有効な開口部を有しない階（無
窓階）となっている傾向にある。

現行の消防用設備等による適切な消火、または延焼阻止
できるよう消防訓練等が行われているが、夜間等の従業員
の少ない時間帯での火災や物品の可燃性の違い等が要因で
初期消火に失敗した場合、大量の可燃物の集積や危険物等
の貯蔵による、急速な延焼拡大や大量の濃煙熱気の発生、
更には開口部が少ないため、屋外からの消火活動及び消防
隊の屋内進入ができない等により、消火活動が極めて困難と

なり、長時間の消火活動となることが予想される。延焼時間
が長期間となることは、周辺の生活や環境に影響を与えるこ
とに加え、物流ラインが停止することによる莫大な経済損失
に繋がることが懸念される。平成 29 年 2 月に埼玉県三芳町
で発生した大規模倉庫火災（延べ面積：約 72,000㎡）では、
鎮火までに約 12 日間を要し、また令和 2 年 4 月に宮崎県岩
沼市で発生した大規模倉庫火災（延べ面積：約 44,000㎡）
でも、約 7 日間を要した。更に、令和 2 年 7 月に静岡県吉
田町で発生した倉庫火災（延べ面積：約 7,000㎡）では、鎮
火までに約2日間を要し、消防隊員を含む殉職者が発生した。
これらの火災に続き、令和 3 年 11 月にも、大阪府大阪市で
大規模倉庫火災（延べ面積：約 56,000㎡）が発生し、鎮火
までに約 5 日間を要している（図 1.3）。

棟あたりの床面積が 年間で 倍以上増加

1． 国土交通省「建築・住宅関係統計データ 2）」より作成。（1989-
2021）

2． 着工予定の建築物のうち、倉庫の用途、かつ床面積 10㎡を超
えるものを集計。

図 1.2　倉庫の件数の推移

図 1.3　大規模倉庫火災の様子 ( 左 : 埼玉県三芳町大規模倉庫火災、右 : 宮城県岩沼市大規模倉庫火災）
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近年、この様な消火活動の困難性及び危険性が極めて高
い大規模倉庫火災が急増しており、この様な類似の殉職事
故や火災が再発しないよう、消防隊を含む人的被害をなくす
ための対策（無人での消火手法等）を取り入れ、安全で有

本研究では、この様な消火活動困難性が極めて高い火災
形態（建物構造、可燃物の種類、火災進展等）に対し、消
防隊員の安全、かつ、迅速に消火のための消火手法及び消
火戦術の検討を行うことを最終目標とし、本報では稼働中の
大規模倉庫等への実態調査及び大規模倉庫火災に対応した
消防本部（局）へのヒアリングの調査結果を示す。

効な消火手法の開発や、新たな消防資機材の開発等による
消防力の強化を図ることは、消防活動上において喫緊の課
題である（表 1.1）。

2．大規模倉庫等の実態調査

大規模倉庫火災等の消火活動困難な火災に対応するため
の消火手法の研究開発を行うため、大規模倉庫等への視察、
倉庫関係者へのヒアリング及び大規模倉庫火災に対応した消
防本部（局）に対するヒアリングを行った。
2.1　調査対象及び調査方法

本調査では、表 2.1 に示す 5 事業者の 5 カ所の倉庫及び
それを管轄する 4 消防本部（局）に対して、各倉庫の視察、
関係者へのヒアリングを行い、表 2.2 に示す内容を調査した。

図 1.3　大規模倉庫火災の様子 ( 左 : 静岡県吉田町倉庫火災 3）、右 : 大阪府大阪市大規模倉庫火災）

総務省消防庁資料 総務省消防庁資料

表 1.1　近年発生した大規模倉庫火災の例

№ 発生日 場所 階層 延べ面積 (㎡) 焼損面積 (㎡) 鎮火時間 (h) 死傷者 ( 人 )

Ⅰ
2017.02 埼玉県 3 階 71,892 43,981 295 傷者 2

管轄）入間東部地区事務組合消防本部

Ⅱ
2020.04 宮城県 2 階 43,836 43,836 148 なし

管轄）あぶくま消防本部

Ⅲ
2020.07 静岡県 2 階 6,857 6,845 29 死者 4、傷者 5

管轄）静岡市消防局

Ⅳ
2020.12 栃木県 4 階 48,836 5,845 15 なし

管轄）宇都宮市消防局

Ⅴ
2021.11 大阪府 7 階 56,532 38,702 128 傷者 1

管轄）大阪市消防局
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2.2　調査結果
2.2.1　視察倉庫で多く見られた部分

大規模倉庫等の実態調査で多く見受けられた部分を以下
に示す。
①物品の収納・保管方法及び天井との隙間

物品の形状により保管方法は異なるが、主に段ボールに

保管されており、またフォークリフトを使用する倉庫において、
段ボールに保管された物品の収納方法は、主に複数の段ボー
ル を パ レ ット（ 主 に T11 型（W1100mm × D1100mm ×
H144mm）が使用されている。）に載せ、床に平置きまたは、
ネステナー及びパレットラックに収納している事例が多く確認
された（表 2.3、図 2.1）。

表 2.1　実態調査を行った大規模倉庫等

名称 視察日 主な物品 管轄消防本部（局）

倉庫 A 2021 年  6月 11日 家具・文具 入間東部地区事務組合消防本部

倉庫 B 2021 年 10月 26日 紙・機械 東京消防庁

倉庫 C 2021 年 10月 29日 食料品 東京消防庁

倉庫 D 2021 年 11月  5日 工具・材料 埼玉東部消防組合消防局

倉庫 E 2021 年 12月 16日 家具・文具 吹田市消防本部

表 2.2　調査方法及び内容

調査方法 調査内容

①大規模倉庫等への視察

・倉庫の外部及び内部の構造について
・消防用設備等の維持状況について
・倉庫の使用状況について
・可燃物（物品、パレット等）の管理状況について

②倉庫関係者へのヒアリング

・職員について（勤務人員、勤務状況等）
・倉庫の使用状況について
・可燃物（物品、パレット等）の管理状況について
・物流の流れについて

③管轄消防本部 （局）へのヒアリング

・建物の基本情報について（構造、階層、面積等）
・消防用設備等の設置状況について
・平面図、警防計画の閲覧
・訓練の実施状況について
・大規模倉庫等の火災に対する意見交換

表 2.3　物品の収納方法に関する特徴

名称 耐荷重 主な積み方 特徴

平置き 1ｔ/ 個
・�下段の荷重が静荷重（耐荷重の 2 ～ 4 倍

程度）以下の範囲
・2 ～ 3 段積みが多い

・コスト・スペースが最小限
・荷崩れ防止のため、積み方の知識が必要

ネステナー 1ｔ/ 段 ・１段１個ずつ
・上段高さ4ｍまで

・レイアウトの自由度が高い
・形状が決まっている

パレットラック 1 ～ 3.5ｔ/ 段
・オーダーメイド
・１段２個が多い
・上段高さ6ｍまで

・形状の自由度が高い
・床にアンカー固定が必要
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実態調査をした倉庫では、床に平置きまたはラック（ネス
テナーやパレットラック）で収納されている例が多数確認され
た。季節や社会的な需要の変化による物品の配置換えや搬
出入を効率的に行うためのレイアウト変更等の柔軟な対応が
必要となるためと推察される。

ネステナーとは、倉庫や工場などで使用されるスチール製
の保管ラックのことをいい、1 個あたりの高さは、1.2 ｍ、1.4m、
1.7ｍ程度のものが使用されていた。種類として、物品を載
せる部分が下部にある正ネステナーと上部にある逆ネステ
ナーがあり、逆ネステナーが多く使用されていた。

パレットラックとは、大型のスチール製の保管ラックのこと
をいい、重量の物品の保管に多く用いられていた。

段ボールのパレットへの積み方は、すべて同じ方向に積ん
でいくブロック積みと段ごとに方向を変えて積んでいく交互
列積みが多く、積み終わった段ボールをストレッチフィルムで
巻いていることが多かった。

また、一つあたりの高さは、物品の大きさ・重さによって異

なる場合があるが、1 ～ 1.5 ｍ程度のものが多く散見され、
ネステナーとの間は、10 ～ 20cm 程度の隙間が空いていた。
この隙間は、フォークリフトでネステナー内に置く際、パレッ
ト下面が取り降ろし位置より10cm 程度高くなるように持ち上
げなければならないためであると推察される。

床に平置き及びネステナーの最上段に置かれた物品は、可
能な限り天井付近にまで積み上げられていることが多く、物
品上面と天井との隙間は、ほとんどが 1 ｍ程度であった。
②天井の高さ

倉庫業者に対するヒアリング調査にて、床スラブから天井
まで、おおむね 5 ～７ｍの階高が多かった。（設計当初から
物品の大小を考えている階を除く。）
③通路幅員

実態調査を行った倉庫の通路幅員は、使用するフォークリ
フトや人の作業部によって、多少異なるものの、ほぼ同様の
数値であった（表 2.4）。

図 2.1　物品の主な積み方の例（左 : 平置き、中 : ネステナー、右 : パレットラック）

表 2.4　通路幅員

通路区分 通路幅員

メイン通路 5ｍ以上

サブ通路 2.5ｍ～ 3ｍ

ラック間通路（フォークリフトが作業する部分） 2.5ｍ～ 3.5ｍ

ラック間通路（人が作業する部分） 0.8ｍ～ 1ｍ

連続するラック幅 10ｍ程度

凡例
ラック
フォークリフト
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メイン通路については、フォークリフト同士が行き交えるよ
うになっており、サブ通路については、フォークリフトの旋回
を含めた作業上必要なスペースを確保した幅となっていた。
人が作業する通路幅については、主に小型の物品の出し入
れがされており、作業上最低限の通路幅となっていた。

2.2.2.1　警防活動
①開口部が少ない

倉庫は、物品の保管を目的として設けた建物であり、物流
において品質管理の観点からトラックを横付けして物品の積
み下ろしを行う階以外は、開口部が必要最低限となっており、
消防法上の「無窓階」になることが多い。実際、視察を行っ
た 5 件中、4 件はすべての階が無窓階であり、残り1 件も 3
階以上の階は無窓階となっていた。そのため、屋外からの注
水等の消火活動及び屋内へのアクセスが困難な倉庫が多い
と言える。
②屋外からの消火活動が困難

3 階以上の階には、消火活動や救出活動の際に、屋外か
らの進入を容易にするための非常用進入口（建築基準法施
行令第 126 条の 6）または代替の開口部が設置されている。
しかしながら、上記①に記述のとおり、今回視察した 5 件す
べての3階以上の階が無窓階であったことに加え、大量のラッ
ク等により区画内部が迷路のように複雑となっていることか
ら、火災が進行し、屋外からの消火活動となった場合、限ら
れた開口部、かつ大量のラックやコンベアー等の物品を移動
させるため設備機器（以下、「マテハン機器」）による散水障
害により、出火区画中央部等への有効な注水ができないこ
とが容易に想像できる。
③内部構造が複雑

大量のラックやマテハン機器の設置により、区画内部が迷
路のように複雑化し、さらには区画免除による法令で定めら
れている以上の大空間となることで、消火活動が困難となる
ことが容易に想像できる。また、天井付近にまで物品が積み
上げられていることや、大量の濃煙熱気の発生により、誘導

2.2.2　大規模倉庫等の実態調査から見えた課題
大規模倉庫等の実態調査を行った結果から大規模倉庫等

の消防活動に関わる課題を警防活動と予防業務の観点で抽
出した（表 2.5）。

灯や誘導標識を容易に視認することが不可能であり、従業
員の避難や消防隊の緊急退避に支障となるため、最悪の場
合、死者が発生する恐れがある。
④常に大量の可燃物（物品、パレット等）を保管・集積

倉庫は、物品の保管を目的として設けた建物であるため、
限られた収納スペースに大量の物品を保管するため、ラック
やパレットに物品を天井付近まで積み重ねているのが現状で
ある。また、物品を置いていない建物内外の空いたスペース
に使用していない大量のパレットや折り畳みコンテナが集積
し、高く積み上げられており、これらの可燃物による急激な
延焼拡大や大量の濃煙熱気の発生が消火活動への困難性を
さらに加速させていると言える。
⑤物品の把握が困難

倉庫における物品の保管の多くは、段ボールに梱包されて
いるものがほとんどであり、さらにバーコードや登録番号等
によるデータ管理が多いため、段ボール内に何の物品が入っ
ているか即座に判別することは困難である。消防隊による消
火活動は、燃焼物の種類によって有効な注水方法が異なり、
また禁水性や自然発火性の危険物等の消火活動時に注意し
なければならない物質があることから可燃物（物品、パレット
等）の把握は重要である。このことから危険性を把握するう
えでも可燃物の種類や数量、保管位置等の詳細な情報の把
握ができないことが問題であると言える。
2.2.2.2　予防業務
①使用形態の多様化

近年、倉庫内では技術革新により、ロボット等による自動
化が進んでおり、自動倉庫や高密度収納システム等の大型の
マテハン機器及びプレハブの冷蔵冷凍倉庫などの設備・機器

表 2.5　大規模倉庫等の実態調査から見えた課題

警防活動

①開口部が少ない

②屋外からの消火活動が困難

③内部構造が複雑

④常に大量の可燃物（物品、パレット等）を保管・集積

⑤物品の把握が困難

予防業務
①使用形態の多様化

②法令と革新技術との齟齬
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が比較的容易に設置が可能であり、竣工時には想定してい
なかった設備・機器が次々使用されているのが現状である。
管轄消防本部（局）へのヒアリングの際、竣工してから数か
月後に訪れた際、竣工検査との状況の違いに困惑したと語っ
ていた。

また、倉庫内をテナント貸ししている倉庫において、外観
や名称は倉庫であるが、入居テナントの用途が倉庫以外の用
途（ライブ会場、物品販売店舗等）で使用されている事案が
あったため、立入検査の際、聴取するだけでなく、インターネッ
ト等の情報も確認しているとのことであった。
②法令と革新技術との齟齬

技術革新により、大型マテハン機器等による倉庫内の自
動化が進んでいくことで、生産性、安定性及び人手不足の改
善が期待される。また、ネット通販等の需要拡大に伴い、効
率的かつ、より多くの物品を保管できる高密度の大型自動倉
庫を設置している倉庫が多く散見された。これら大型自動倉
庫では、屋内消火栓設備の未警戒及び可動式のラックやロー
ラーコンベア等による誘導灯の視認障害の発生が懸念される。

また、大型自動倉庫で火災があった場合、メンテナンスの

3.2　調査結果
3.2.1　活動時の状況

消防隊現着時点で、火勢が強く、防火シャッターが崩落す
るほど急激な延焼拡大していた事例が多かった。活動隊員か
らは、どんなに放水しても火勢が収まらないことや、濃煙熱
気により視界は 1m 程度であったこと、活動時に恐怖を感じ

ための通路等が設けられているが、通常の通路に比べ、狭
く複雑であるため、屋内消火栓設備のホースや消防隊のホー
スが機器の隙間に引っ掛かり、先に進めないことやノズルか
らの既定の圧力による放水ができないことも懸念される。

更には、機械による作業が主になると、階ごとの勤務人員
が少なくなり、避難器具や放送設備等のハード面及び防火
管理者や消防計画のようなソフト面で収容人員に依存する対
策は、適用外となる場合が多くなる。倉庫内は、大空間、か
つ段ボール等の吸音しやすいものが多いため、拡声器等で
の避難指示が聞こえづらいことから、放送設備は必要だと考
える管轄消防本部（局）の担当者もいた。

3.　�大規模倉庫火災に対応した消防本部（局）へのヒアリング
調査

3.1　調査対象及び調査方法
本調査では、実際の大規模倉庫火災における問題点の抽

出及び消火活動困難な火災に対応するための消火手法の研
究開発を目的とし、消火活動に従事した消防本部（局）に対し、
ヒアリングを行った（表 3.1、表 3.2）。

ていたことが共通して挙げられていた。
さらに、延焼拡大により高温の輻射熱や建物各部分の崩

落・歪みが発生し、屋内での活動が非常に困難となり、一
定距離離れた位置からのストレート注水となっていたが、黒
煙等の噴出により、屋内の状況を視認しながらの注水は困
難であった。

表 3.1　大規模倉庫火災に対応した消防本部（局）一覧

覚知日時 火災建物名称【所在】 管轄消防本部（局）

2017 年  2月 16日
9 時 14 分

ASKULLogiPARK 首都圏
【埼玉県入間郡三芳町】 入間東部地区事務組合消防本部

2020 年  4月 30日
12 時  8 分

プロロジスパーク岩沼 1
【宮城県岩沼市】 あぶくま消防本部

2020 年 12月 21日
7 時 48 分

久和物流平出物流センター
【栃木県宇都宮市】 宇都宮市消防局

2021 年 11月 29日
8 時 55 分

（株）日立物流関西メディカル物流センター
【大阪府大阪市】 大阪市消防局

表 3.2　調査方法及び内容

調査方法 調査内容

管轄消防本部 ( 局 ) への
ヒアリング

・発災当時の建物の基本情報について ( 構造、階層、面積等 )
・発災当時の消防用設備等の設置状況について
・発災当時の平面図、警防計画の閲覧
・活動内容について
・対応した職員への当時状況の聴取について
・消防車両及び資器材についての意見交換
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3.2.2　被害の少なかった事例
消防隊現着時、他の火災事例と同様、出火区画内は消防

隊が進入できないほどに延焼拡大しており、隣区画の防火
シャッター付近から火炎が噴出している状況であった。区画
内部への注水が困難であったことから防火シャッターに対し、
継続的な注水を実施したところ、防火シャッターは鎮火まで
の約 15 時間焼け落ちることはなかった。また、焼損面積は

3.2.3.1　大規模倉庫火災における問題点（屋内）
①大量のラックやコンベアー等のマテハン機器による活動障害

大規模倉庫等の実態調査結果からもわかるとおり、大量
の物品を保管・搬出するため、大量のラックやコンベアー等
のマテハン機器が設置されている。屋内での消火活動におい
て、このような大量のマテハン機器があることで、区画内が
複雑化され、ホース延長や緊急待避等の障害となってしまう
ことが考えられる。
②大量の可燃物（物品、パレット等）による燃焼の促進

3 件の大規模倉庫火災とも消防隊が現着時には、すでに
出火場所の区画内全体に火勢が広がっていた。対応した消
防本部（局）へのヒアリングからも想像以上の早さの延焼拡
大が起こっており、屋内進入が非常に困難な状況であった。
このことからわかるとおり、出火場所付近の大量の可燃物（物
品、パレット等）により、延焼が促進され、急激な延焼拡大
につながったことが想像でき、消火活動の困難性が高いこと
が言える。
③防火シャッター等の作動不良による区画未形成

2017 年 2 月に発生した大規模倉庫火災後に行われた検討
会の報告書にも記述されているが、延焼拡大した要因は、多
くの防火シャッター等の作動不良によるとされており、他の 2
件についても同様に防火シャッターの作動不良が確認されて

区画とその付近のみと比較的少なく、鎮火までの期間もかな
り短くなっていた。
3.2.3　大規模倉庫火災における問題点

大規模倉庫火災に対応した消防本部（局）へのヒアリング
調査を行った結果、屋内と屋外での問題点を抽出した（表
3.3）。

いる。
また、隣接区画へ延焼拡大した部分で、防火シャッター自

体が崩落している部分も確認されており、大量の可燃物によ
る急速な火勢拡大で天井付近の温度がかなり高温になって
いたことが推測できる。このような状況下における屋内での
消火活動は、非常に危険であり、消火活動の困難性が高い
と言える。
④建物中心部の区画へのアクセスが困難

上記①で記述したとおり、倉庫内部は大量のラックやマテ
ハン機器が設置され、複雑化している。また、大規模倉庫
火災に対応した消防本部（局）へのヒアリングから、火勢に
より物品が荷崩れし、それらを載せた樹脂製のパレットが溶
け、大きな障害物となっていたことや、防火シャッターが崩壊
している例が多く確認された。建物中心部で火災が発生した
場合、迷路のように複雑化、かつ荷崩れした物品や防火シャッ
ター等の大きな障害物により、消防隊のアクセスが非常に困
難であると言える。
⑤物品の把握が困難

倉庫内の物品は、時間とともに大量に搬出入が行われてお
り、またこれらの物品を決められた場所以外に一時的に置い
ている場合もあるため、すべての物品の正確な把握は不可
能である。

表 3.3　大規模倉庫火災における問題点 ( 屋内・屋外 )

屋内

①大量のラックやコンベアー等のマテハン機器による活動障害

②大量の可燃物 ( 物品、パレット等 ) による燃焼の促進

③防火シャッター等の作動不良による区画未形成

④建物中心部の区画へのアクセスが困難

⑤物品の把握が困難

⑥黒煙による視界不良

⑦屋根が高温により大きく湾曲し、屋内活動が危険

屋外

①長期にかけての活動になるため、大量の水源の確保が必要

②開口部が少なく、限られた場所からの注水活動

③注水方法がストレートのみ ( 熱気、飛距離等の都合上 )

④建物中央部にまで有効に注水できない
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物品は段ボールで保管されていることが多く、またバーコー
ドや登録番号等、物品管理がデジタル化されているため、容
易に把握することは困難である。

燃焼物ごとに最適な消火方法が異なるため、これらの早
期の把握は消火活動において重要であると言える。
⑥黒煙による視界不良

大規模倉庫火災に対応した消防本部（局）へヒアリングを
行った際、屋内は、大量の黒煙や濃煙熱気により、視界は
1m 程度であり、退路の確保をしなければ、要救助者になっ
てしまう恐れが十分に考えられる状況であった。このことか
ら、大量の黒煙の先でフラッシュオーバー等の急激な延焼拡
大が起こった場合、緊急退避に遅れ、最悪の場合殉職者を
出す可能性がある危険な環境であると言える。
⑦屋根が高温により大きく湾曲し、屋内活動が危険

3 件の大規模倉庫火災とも、建物の屋根部分の崩落や柱・
梁の歪みが発生していることが確認されている。また、3.2.3.1
③で記述したとおり、防火シャッター自体が崩落するほど、
建物内部はかなり高温になっていたことが推測でき、このよ
うな状況での消火活動は、極めて危険であり、困難性が高
いと言える。
3.2.3.2　大規模倉庫火災における問題点（屋外）
①長期にかけての活動になるため、大量の水源の確保が必要

3.2.3.1 に記述したとおり、屋内進入しての消火活動は極
めて困難であるため屋外からの消火活動を強いられている。
また、限られた開口部からの注水となるため、大量のラック
やコンベアー等のマテハン機器や大量の可燃物（物品、パレッ
ト等）に阻害され、直接火炎を狙うのが困難であることから
長期にかけての活動となることが推測される。そのため、長
期の消火活動を見越した大量の水源の確保が必要となって
いる。

3 件の大規模倉庫火災では、重機により新たな開口部を
作ったことや放水塔車等の大流量放水が有効であったことが
当該火災に対応した消防本部（局）のヒアリングから聴取でき、
大型の開口部が早期に確保できれば、より早い消火につな

がる可能性があると言える。
②開口部が少なく、限られた場所からの注水活動

3.2.3.2 ①で記述のとおり、倉庫は消火活動に有効な開口
部が少なく、限られた場所からの注水となるため、筒先等の
地上からの放水やはしご車等からの高所放水の場合、建物
内部へ注水する場所・角度が限られてしまい、有効な注水は
困難である。
③注水方法がストレートのみ（熱気、飛距離等の都合上）

3 件の大規模倉庫火災に対応した消防本部（局）のヒアリ
ングにより、外壁開口部等から噴出する大量の黒煙や火炎か
らの放射熱がひどく、建物外壁に近づいての消火活動が困
難であったことが確認できている。本来、火災性状の変化に
併せて、適した注水方法へ変えていかなければならないが、
このような状況での注水は、飛距離及び風等の影響を考える
と、ストレート注水のみとなってしまうことが懸念される。
④建物中央部にまで有効に注水できない

3.2.3.2 ①、②で記述したとおり、注水において、限られ
た開口部、かつ建物内部には大量のマテハン機器や大量の
可燃物（物品、パレット等）等の障害となるものが多く存置
されているため、屋外からの放水による建物中央部への注水
は困難であると言える。また、火災が進行すると大量の可燃
物や防火シャッター等の崩落により、さらに困難性は増すこ
とが容易に想像できる。
3.2.4　消防隊員からの要望

倉庫火災に関し、消防隊員からいくつかの要望が出された
（表 3.4）。そのうち、警防活動に関しては、鎮火まで長時間
を要した経緯とより安全な消火活動を前提に、燃焼区画内
の状況を把握でき、かつ区画内を効率的に放水できる機構

（装置、システム）の開発を求める要望が最も多かった。

4.　まとめ

倉庫の形態・取扱物品は、地域及び企業によって様々で
あるが、主に物品の梱包用段ボール、木製または樹脂製の
パレットが調査で行ったすべての倉庫で使用されており、倉

表 3.4　倉庫火災に対応する消防隊員からの要望（警防・予防）

警防活動

屋内放水時に内部状況が確認できる機構

無人で火災室内を放水できる遠隔操作資機材 ( 機構 )

梯子車の場合、上階開口部から筒先を入れて放水できる機構

外壁や換気口等から突き刺して放水できる機構 

屋内進入した隊員の状況を指揮本部で確認できる機構

予防業務

建物の形状に応じたガイドライン

スプリンクラー設備や連結散水設備の設置

放送設備の設置 ( 大空間、かつ段ボール吸音効果への対策 )
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庫内の代表的な可燃物として挙げられる。
大規模倉庫火災での問題点は、開口部が少ないことや大

量の可燃物の存在など、稼働中の倉庫の問題点と共通する
部分が多くあり、これらは倉庫火災全体の問題点であると言
える。

倉庫火災の特徴として、隣接区画へ延焼すると、大量の
可燃物（物品・パレット等）により火勢が増し、屋外からの
活動を余儀なくされ、次第に消防力は劣勢となることが過
去の火災事例からも明らかとなっている。被害の少ない事例
を参照すると、隣接区画への延焼を阻止することにより、
焼損面積が最小限、かつ鎮火までの期間を大幅に短縮でき
たことから、消防隊員が屋内進入して直接放水できる場合
を除き、法令で定められる耐火時間内（1 時間以内）での
火災抑制するための手法、もしくは隣接区画への延焼防止
対策が必要と考えられる。

また、消防隊員からの要望から屋外等から火災区画内の
燃焼状況を把握でき、非常用進入口等から屋内進入せず、
遠隔で燃焼物に対して直接放水できる機構（装置、システム）

開発や、また高発泡泡による冠泡消火の適用等、火災状況
に合わせた複合的な消火戦術の確立が望まれる。

引き続き、大規模倉庫火災等に対応するための消火手法
の研究開発を進め、消火戦術の提案を行う予定である。
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With the growing demand in the logistics industry, the number and the scale of the warehouses are increasing. 
The occurrence of fires in large-scale warehouses, including fatal cases, is also increasing.

Once a warehouse fire breaks out, a large amount of smoke and heat is generated, causing the fire to spread 
rapidly. This blocks the firefighters from entering inside, leading to prolonged firefighting activities.

Large-scale warehouse fires result in significant social and environmental impacts on the surrounding areas, as 
well as enormous economic losses due to disruption of supply chains.

This paper reports on a field survey of large-scale warehouse fires, and identifies relevant problems and 
challenges.
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技術報告

広域版地震被害想定システムへの機能追加を目的として構築した延焼被害推
定手法による焼損棟数の計算結果と実被害の比較

高梨　健一、細川　直史

（令和 5 年 7 月 7 日　受理）

我々は、消防庁が大規模地震災害発生直後に行う緊急消防援助隊に関する業務に資することを目的として、
消防研究センターの開発した広域版地震被害想定システムに対して新たに火災被害の推定項目を盛り込むた
め、大規模地震の被害想定によく用いられている延焼クラスタ方式の考え方を応用して、地震発生直後に広
域の被害を推定する手法について検討してきた。
本報では、これらの手法の有効性を検証するため、平成 7年（1995 年）兵庫県南部地震当時の神戸市の
地図データから延焼クラスタを構築し、実被害との比較を行った内容について報告する。

1．はじめに

我々は、消防庁が大規模地震災害発生直後に行う緊急消
防援助隊に関する業務に資することを目的として、消防研究
センターの開発した広域版地震被害想定システム 1）に火災被
害の推定項目を盛り込むため、大規模地震の被害想定によ
く用いられている加藤らの延焼クラスタによる地震火災リスク
の評価手法 2）（以下、従来手法という）の考え方を応用して、
地震発生直後に広域の被害を推定する手法について検討し
てきた 3,4）。

既報 3）では従来手法を広域版地震被害想定システムの
メッシュ方式に適合させた高速な計算手法を提案しており、
既報 4）では有向連結グラフを利用して従来の延焼クラスタ
の計算では対応していなかった片方向の延焼に対応できるよ
う延焼クラスタの構築手法およびリスク計算手法を拡張する
とともに既報 3）同様に広域版地震被害推定システムに適合
させた計算手法について提案したところである。

従来手法や我々の提案する手法により算出される焼損棟
数は火災の様々な発生状況を確率的に計算した平均的な結
果と捉えられるのに対し、実際に発生した被害はそれらの発
生状況のうちの一つと考えられる。

そのため、焼損棟数の計算結果と実被害を単純に比較で
きるものではないが、これらの手法の有効性を検証する一つ
の材料とするため実被害との比較を試みることとした。

本報では、平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震を対象と
して、これまで検討してきた計算方法により焼損棟数を求め、
実被害との比較を行った内容について報告する。

2．従来手法および既報における提案手法の概要

本節では、理解の一助とするため従来手法および既報に
おける提案手法、更にそれらを広域版地震被害想定システム
に適用させた計算方法の概要を簡単に示す。
2.1．従来手法

従来手法の計算フローを図 1 に示す。従来手法では、火
災が発生した場合に相互に延焼被害を及ぼす可能性のある
建物群（これを「延焼クラスタ」と呼ぶ）を考え、延焼クラス
タに含まれる少なくとも一つの建物から出火した場合には当
該クラスタに含まれるすべての建物に延焼するものとして焼失
棟数を計算する。

延焼クラスタを作成するためには、建物が相互に延焼被害
を及ぼすか否かを決定する必要があり、加藤らは建物の隅
角部や壁面の座標情報を用いて建物間の最短距離を求め、
延焼限界距離と比較することで延焼被害を及ぼすか否かを
決定している。このとき、延焼限界距離が異なる建物間では
双方の延焼限界距離の平均値が建物間の最短距離よりも大
きい場合に延焼被害を及ぼすものとしている。また、加藤ら
は形態係数の計算に基づいて複数の建物が同時に炎上した
場合の影響を補正する係数を1.5 と定め、各建物の延焼限
界距離を1.5 倍した値を複数棟同時炎上時の延焼限界距離
として用いている。

なお、延焼クラスタの作成方法には、加藤らの方法の他
に建物周辺に延焼限界距離の半分のバッファを発生させ、
バッファが重なる建物間では相互に延焼被害を及ぼすものと
みなして延焼クラスタを作成する手法があり、この手法も良く
用いられている。図 2 に、この手法により構成された例 5) を
示す。
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図 1　従来方式の計算フロー 2)

図 2　延焼クラスタの作成例
( 参考文献 5) から引用 )

従来手法では、このようにして構成された延焼クラスタに
含まれる建物に対して個別の出火率が与えられた際に、延焼
クラスタ内から少なくとも1 棟が出火する確率を求め、その
確率を延焼クラスタ全体の焼失率とする。例えば、ある延焼
クラスタを構成する建物を n 棟、延焼クラスタに属する建物 i
の出火率を pi とすると、建物の焼失率 P は、次のようになる。

なお、ある範囲に含まれる建物の焼失棟数の期待値χは、
範囲内の建物 k の焼失率を用いて、

と表される。
2.2�．従来手法を広域版地震被害想定システムに適合させ高
速化した計算方法

この計算方法は、筆者らが既報 3) において従来手法を広
域版地震被害想定システムのメッシュ計算に適合させ高速化
した計算方法である。

前節で述べたように加藤らの手法を用いて延焼クラスタ方
式により焼失棟数の算定を行う場合には、風向・風速に基
づいて延焼限界距離を算出して延焼クラスタを作成し、地震
動等から算出される出火率に基づいて延焼クラスタの焼失率
を求め、求められた焼失率を用いて焼失棟数を求めることと
なる。しかしながら、大規模地震発生後に多数の建物から
延焼クラスタを速やかに計算することは困難であるだけでな
く、焼失率の計算も詳細に行うと時間を要することとなる。
そのため我々は、延焼クラスタの作成など時間のかかる計算
を事前に済ませておくほか、出火率については震度毎の代表
値を事前に決定して用いることで、地震発生後に計算結果を
出力するまでの時間の短縮を図った。

また、広域版地震被害想定システムでは、表層地盤の最
大速度や火災件数をメッシュごとに計算するとともに、計算
結果をメッシュ表示することができるため、焼失率および焼
失棟数の計算をメッシュ計算に対応させた。

計算方法をメッシュ計算へ対応させる方法としては、メッ
シュごとに風向、風速に応じた部分的な延焼クラスタを作成
しておくこと、また、複数のメッシュに跨る延焼クラスタに関
する計算は地震発生直後に各メッシュに割り当てられた風向、
風速条件に応じて事前に把握しておいた部分的な延焼クラス
タ間での延焼の有無に関する情報を用いて行うこととした。

図 3 に延焼クラスタをメッシュに合わせて分割して作成する
場合のイメージを示す。図 3（1）のように 4 つのメッシュ
A,B,C,D においてそれぞれ 4 つの部分的な延焼クラスタ
a,b,c,d が作成されたとき、矢印で示した部分的な延焼クラス
タの間の延焼有無を示す情報から、図 3（2）の一つの延焼
クラスタを再現することを考える。

そして、このように部分的な延焼クラスタの統合が可能な
場合、図 3（2）の延焼クラスタの焼失率 P および焼失棟数
χは式（3）,（4）に示すとおり、部分的な延焼クラスタの建
物数や出火率で表すことができ、メッシュごとに焼失棟数を
集計するために必要な部分的な延焼クラスタの焼失棟数も計
算できる。
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ここで、
na, nb, nc, nd：部分的な延焼クラスタ

a,b,c,d に属する建物数
paj, pbk, pcl, pdm：部分的な延焼クラスタ

a,b,c,d に属する建物の出火率

ここで、
χa,χb,χc,χd: 部分的な延焼クラスタa,b,c,d における焼失

棟数

これらの検討を踏まえ、事前計算では、次の事項を計算
している。

（1） メッシュごとの部分的な延焼クラスタの計算と延焼クラス
タデータベースの作成

（2） 隣接する二つのメッシュに属する部分的な延焼クラスタ
間での風向・風速に応じた延焼の有無のデータ作成

（3） 震度ごとの出火率の事前決定
（4） 延焼がメッシュ内にとどまる延焼クラスタに対する焼失棟

数の計算と延焼クラスタデータベースの修正
また、事後計算では、事前計算で作成した延焼有無のデー

タをメッシュ ID, クラスタ ID、風向、風速の 4 つ組をキーと
して検索を繰り返し、延焼クラスタデータベースのデータを組
み合わせて延焼クラスタを再構築した後、各クラスタの焼失
棟数を計算し、それぞれのメッシュにおける焼失棟数を集計
している。
2.3．片方向延焼を考慮した延焼クラスタの構築手法および
リスク計算手法

2.1. 節でも触れたとおり、従来方式では、隣接する 2 棟
の延焼限界距離を計算し、その平均値が 2 棟の隣棟間距離
よりも大きな場合に相互に延焼すると判断している。しかし、
実際の市街地火災では、気象条件次第で 2 棟のうちの一方
からのみ延焼する状況が起こり得ると考えられたことから、
延焼被害を及ぼす関係を有向グラフとして取り扱い、その強
連結成分として延焼クラスタを構築することとしたのが、既報
4）で提案したこの手法の特徴である。

例えば、図 4（1）のように建物が配置され、各建物の周
辺に延焼限界距離の範囲が設定されたと仮定すると、延焼
限界距離の範囲内にある隣接建物へ延焼するものと判断す
ることにより図 4（2）のように建物間に有向延焼リンクを設
定することができ、建物をノードに置き換えることで図 4（3）
のような有向グラフを作成することができる。

有向グラフにおいて相互に行き来することができるノードの
集合を強連結成分と呼び、有向グラフから強連結成分を求
める計算を強連結成分分解と呼ぶが、この手法では強連結
成分分解を施して強連結成分としてまとめられた建物群を延
焼クラスタとしている。なお、周辺の建物との間で延焼する
ことも延焼させることもない単独の建物は、有向グラフを構
成できず強連結成分分解の対象とはならないが、その建物
のみで一つの延焼クラスタとして取り扱う。

例えば、図 4（3）の有向グラフに強連結成分分解を施すと、
図 5（1）のように分解することができ、19 棟の建物が 11 個
の延焼クラスタを構成することとなる。さらに、このようにし
て計算された延焼クラスタを一つのノードに置き換えるととも

（1）4 つの隣接メッシュで作成される
部分的な延焼クラスタ

（2）本来作成されるべき延焼クラスタ

図 3 延焼クラスタの分割イメージ 3)
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に、延焼クラスタ間のリンクを整理すると、図 5（2）の延焼
クラスタの有向非巡回グラフが得られる。

この手法ではあるクラスタとその上流にあたるクラスタの少
なくとも1 棟から火災が発生すると当該クラスタは全焼する
と考えるが、延焼クラスタの焼失率および焼失棟数の計算に
あたって他の延焼クラスタとの関係を考慮する必要があるた
め、非巡回有向グラフに対してトポロジカルソートを行って計
算順序を決定している。

以後の詳細は省略するが、この手法では、決定された計
算順序に従って各クラスタの上流に存在する延焼クラスタを
把握する計算を行い、各延焼クラスタに属する建物の出火率
から各延焼クラスタの焼失率および焼失棟数を計算すること
としている。

2.4．片方向延焼を考慮した手法を広域版地震被害想定シス
テムに適合させ高速化した計算方法

この計算方法は 2.3.で述べた手法を広域版地震被害想定
システムに適合させた計算方法であり、2.2 の計算方法同様
の方針で構築したものである。

この計算方法では、事前計算として次の（1）から（4）の
計算を行っているが、それぞれ 2.2. の方法の事前計算を片
方向の延焼に対応できるよう拡張したものである。

（1） メッシュごとの部分的な延焼クラスタの計算と延焼クラス
タデータベースおよびメッシュ内での部分的な延焼クラス
タ間の延焼に関するデータの作成

（2） 隣接する二つのメッシュに属する部分的な延焼クラスタ
間での延焼の有無を示すデータの作成

（3） 震度階級に対応する出火率等の事前決定
（4） 延焼がメッシュ内にとどまる延焼クラスタの焼失棟数の

計算と延焼クラスタデータベースの修正
また、事後計算では、次の（1）から（6）の計算を行って

いる。概ね 2.3. の手法に則っているが、この計算方法では
風向風速条件ごとに各メッシュ単位で部分的な延焼クラスタ
を事前計算しているため、異なるメッシュに属する複数の延
焼クラスタ間で延焼が発生する場合、それらの延焼クラスタ

（1）建物と延焼限界距離の例

（2）建物間の延焼被害を及ぼす関係

（3）建物間の延焼被害に関する有向グラフ
図 4　 建物間の延焼被害に関する有向グラフ

の作成方法 4)

（1）強連結成分分解による延焼クラスタ
の作成

（2）延焼クラスタの有向非巡回グラフ
図 5　 延焼クラスタの有向非巡回グラフの作成4）
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間での延焼被害を及ぼす関係を用いて有向グラフを構築する
と新たにループが形成されてしまう可能性がある。このような
状況を解消するため、（3）の計算として、入力された風向風
速条件に従って構成した延焼クラスタの有向グラフに再び強
連結成分分解を施して、強連結成分となるような延焼クラス
タのグループ（暫定クラスタ）を把握してから計算を行っている。

（1）�風向風速条件に基づく部分的な延焼クラスタおよび部
分的な延焼クラスタ間の延焼に関するデータの読込

（2）�延焼クラスタの有向グラフの構築
（3）�強連結成分分解の実施と暫定クラスタへの置き換え
（4）焼失率および焼失棟数の計算
（5）�暫定クラスタを構成する各延焼クラスタにおける焼失棟

数の計算
（6）メッシュごとの焼失棟数の集計

3.　平成 7年（1995 年）兵庫県南部地震を対象とした検証

近年、大規模地震時に多数の大規模火災が発生した事例
としては平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震と平成 23 年

（2011 年）東北地方太平洋沖地震が良く知られているが、平
成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震は都市直下型地震であり、
数十 cm の津波の報告があったものの被害はなかった 6）こと
から、発生した地震火災も津波の影響を受けていないものと
考えられる。それに対して、平成 23 年（2011 年）東北地方
太平洋地震では、発生した住宅火災や大規模な市街地延焼

につながるような火災は倒壊家屋のガレキから出火した火災
や漂着ガレキ（車両を含む）から出火し建物に延焼した火災
が大半を占めている 7）とされている。検討してきた手法は津
波による漂着ガレキの影響を考慮していないことから、検証
の対象として平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震を選び、デー
タ作成および計算結果との比較検討を行った。
3.1．データ作成

2.2. および 2.4.で述べた既報の 2 つの計算方法（以下、
2.2. の方法を「方法 1」、2.4. の方法を「方法 2」という）に
ついて検証するため、地震発生当時の建物データを用いて各
種データを作成した。なお、実被害との比較には 1 つの気
象条件のみのデータを作成すれば十分ではあるものの、我々
の計算方法では計算に要する時間が作成するデータベースの
サイズに依存することから、計算時間が実利用可能な範囲に
収まるものか確認するため、実際に準備する可能性のある
データと同等のデータを準備することとして、複数条件に対
応できるデータを作成した。利用した建物データとメッシュの
設定状況を図 6 に示す。

（1）メッシュ
計算に用いるメッシュは、広域版地震被害想定システムで

用いている1km メッシュおよび 250m メッシュと同じメッシュ
を、1km メッシュについては神戸市全域を包含する矩形の範
囲に、250m メッシュについては長田区を包含する矩形の範
囲にそれぞれ設定した。1km メッシュの個数は南北方向 17

図 6　利用した建物データと設定したメッシュ
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メッシュ（X=01 〜 17）、東西方向 35 メッシュ（Y=01 〜 35）
の計 595 メッシュである。また、250m メッシュの個数は南北
方向 26 メッシュ（X=01 〜 26）、東西方向 22 メッシュ（Y=01
〜 22）の計 572 メッシュである。以後、XY を並べた 4 桁の
数字を用いて、それぞれのメッシュ ID を表すこととする。

（2）延焼クラスタの作成対象とした建物
それぞれの方法の事前計算において延焼クラスタを作成す

る際、建物データのうち堅ろう建物を耐火造建物と仮定して
作成対象から除外するとともに、普通建物を防火木造建物と
仮定して延焼クラスタの作成対象とした。

（3）風向風速条件と延焼限界距離
延焼クラスタを作成する風向風速条件は、風向 8 種類（北、

北東、東、南東、南、南西、西、北西）、風速 3 種類（0,6,12m/
s）とした。延焼限界距離には既報 3,4）と同様に東京消防
庁によって開発された延焼速度式 8）により1 時間で延焼する
距離を風速に応じて風上、風横、風下の 3 方向について求
めて用いることとし、加藤らの手法で用いられているような
複数棟炎上を考慮した延焼限界距離の補正は行わないこと
とした。なお、今回利用した延焼速度式は、（5）,（6）式で
与えられており、風上、風横方向の延焼速度は、風下方向
の延焼速度の定数倍で与えられることとなっている。風速
0m/s の場合、延焼の方向による延焼速度に違いがないこと
も考えられるが、今回はこの式をそのまま利用することとした。

（4）震度分布データ
平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震は自治体震度計の

整備が行われる以前の地震であり、広域版地震被害想定シ
ステムでの面的な震度分布の計算結果は無い。そのため、計
算に用いる震度分布については、様々な分析や作図が行われ
ている中から藤本らの作成した震度分布図 9）を選び、広域
版地震被害想定システムのメッシュをディスプレイ上で重ね合
わせ、それぞれのメッシュにおいて各震度階級の占める面積
を目視で読み取り、平均値を算出して作成した。作成した震
度分布のデータを図 7 に示す。

（5）出火率データ
震度階級に対応する防火木造建物の出火率については、

既報 3,4）と同一の値を利用した（表 1 参照）。

3.2．計算結果
3.1.で作成した各種データを用いて、2 種類の計算方法に

より焼損棟数を計算した。風向・風速については、地震発
生直前の平成 7 年 1 月 17 日午前 5 時の神戸海洋気象台の
観測記録 10）（東北東の風、2.1m/s）を参考に、延焼クラスタ
の作成条件（24 条件）から最も近い条件と考えられる北東
の風 0m/s をすべてのメッシュに適用して計算に用いた。

（1）計算方法による計算結果の違い
ノートPC（Intel Core i7-5600U 2.6GHz，8GB メモリ）

上で方法 1、方法 2 の 2 種類の方法について、それぞれ
1km メッシュと 250m メッシュの場合の計算を行った。計算
に要した時間は、合計 4 種類の計算のいずれも 9 秒程度で
あった。このことから、少なくとも今回データを準備した範
囲程度の計算であれば、震度情報の入手後、直ちに推定結
果を示せることが判った。

また、1km メッシュの作成範囲全体での焼損棟数は、方
法 1では 58,029 棟、方法 2 では 56,198 棟となった。また、
250m メッシュの作成範囲全体での焼損棟数は、方法 1では
31,502 棟、方法 2 では 30,732 棟となった。どちらも方法 1
のほうが焼損棟数は多くなった。また、これら焼失棟数の値
は実際の延焼被害（7,574 棟）を大きく上回った。原因として、
消防活動等の影響のほか、与えた出火率と各建物の建物数
から計算される対象地域内の出火件数が約 232 件となり実
際の神戸市内における地震発生当日の建物火災出火件数

（103 件 11））の 2.3 倍となったことから、計算に用いた出火率
の影響が考えられる。

また、1km メッシュで計算した結果について、表 2 にメッシュ
ごとの焼損棟数の集計結果一覧を、図 8 に各メッシュの焼損
棟数の集計結果、集計結果の差分値および増減率のグラフ
をそれぞれ示す。また、250m メッシュで計算した結果につい
て、表 3 にメッシュごとの焼損棟数の集計結果一覧を、図 9
に各メッシュの焼損棟数の集計結果、集計結果の差分値およ
び増減率のグラフをそれぞれ示す。なお、これらの表および
グラフでは、防火木造として取り扱う建物が存在しないメッ
シュは省略した。

図 8 および図 9 のグラフのうちメッシュごとの集計結果の
グラフと集計結果の差分値のグラフを比較すると焼損棟数の
差分の絶対値が大きくなるメッシュはもともと焼損棟数が多い
メッシュであることが多い。また、図 8 および図 9 のグラフの
うち集計結果の差分値のグラフと集計結果の増減率のグラフ
を比較すると、増減率が大きく変化したメッシュは、焼損棟
数の差分の絶対値が大きくなるメッシュと若干ずれた位置に
出現している。

各延焼クラスタの焼損棟数は、各延焼クラスタの建物数と
焼失率の積で表されるが、焼失率は出火率と建物数の関数
であり、建物数が多くなればなるほど焼損棟数の計算結果も
より大きくなる。そのため、メッシュ内に多くの建物が属する
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延焼クラスタが存在する場合に、クラスタ作成方法が異なる
ことで延焼クラスタのサイズおよび構成が変わる影響がより
顕著に表れているものと考えられる。

なお、これら焼損棟数の差分の絶対値が大きくなったメッ
シュの焼損棟数の増減率はさほど大きくなっておらず、これら
のメッシュの計算結果が全体の集計値に与える影響は大きく
ないものと考えられる。

また、図 8 および図 9 のグラフのうち増減率のグラフだけ
に注目すると、多くのメッシュで 100% を超える結果となって
いる。

方法 1と方法 2 を比較すると、仮に隣接する建物 a,b が火
災になった際の延焼限界距離を da,db とし、da>db と仮定した
場合、2 棟の隣棟間距離 d に応じた延焼クラスタの作成状況
との関係は図 10 のように整理される。方法 1 では双方の建
物の延焼限界距離の半分に設定した範囲が重なること、す
なわち da/2+db/2≥d を条件として相互に延焼するか否かを判
定しているため、da/2+db/2<d かつ d≤da となる場合には本来
は建物 a から建物 b への延焼が発生するにも関わらず延焼
の影響は計算されないこととなり、また、da/2+db/2≥d かつ
d>db となる場合には建物 a からの延焼しか起きないにも関わ

図 7　入力として与えた震度分布データ
　　　　　( 上 )1km メッシュ
　　　　　( 左 )250m メッシュ

表 1　震度階級に対応させる出火率



― 20 ―

消防研究所報告　第 132 号 2023 年 9 月

らず方法 1では相互に延焼することとして計算が行われてし
まうこととなる。このことは、前者の場合は方法 1 に比べて
方法 2 のほうが想定される焼失棟数が増加し、後者の場合
は方法 1 に比べて方法 2 のほうが想定される焼失棟数が減
少することを意味している。

このことから、今回の計算結果では、方法 1 で 1 個の延
焼クラスタとなる建物群が方法 2 では片方向延焼する複数の
延焼クラスタに分けられる場合の影響が、方法 1で延焼しな
いと判断される延焼クラスタが方法 2 では片方向延焼すると
判断される場合の影響よりも多くなり、その影響で相対的に

表 2　1km メッシュで計算した場合の各メッシュの焼損棟数集計結果一覧
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焼失率が低下して、結果として焼損棟数が少なくなったもの
と考えられる。

なお、前述のとおり、図 8 および図 9 のグラフのうち集計
結果の差分値のグラフと集計結果の増減率のグラフを比較す
ると、増減率が大きく変化したメッシュは焼損棟数の差分の

絶対値の大きなメッシュと若干ずれた位置に出現しており、
焼損棟数の増減率が大きく変化しているメッシュの計算結果
が全体の集計値に与える影響もさほど大きくないものと考え
られる。

以上の検討の結果、今回の計算結果では、計算方法の違

図 8　1km メッシュで計算した各メッシュにおける焼損棟数
（上）集計結果　（中）集計結果の差分値　（下）集計結果の増減率
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いにより顕著な差が現れた部分があるとは考えられなかった
ため、以後では、方法 2 の結果に基づいて検討を行うことと
した。

（2）大規模火災発生地点との比較
方法 2 を用いて焼損棟数を計算した結果を地図上にメッ

シュ表示した図を図 11 に、実際の大規模火災（5,000m² 以

表 3　250m メッシュで計算した場合の各メッシュの焼損棟数集計結果一覧
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上）の発生状況を図 12 にそれぞれ示す。なお、大規模火
災の発生状況は、文献 11）から凡その範囲を転記して作成
した。また、図 12 中の矢印は印刷時のかすれやぼやけに備

えて追記したもので、矢印の先端付近に大規模火災発生地
点が存在することを示している。

表 4 に、全メッシュの焼損棟数から作製した度数分布表を

図 9　250m メッシュで計算した各メッシュの焼損棟数
（上）集計結果　（中）集計結果の差分値　（下）集計結果の増減率
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示す。なお、累積度数および累積相対度数については、焼
損棟数が 0 となるメッシュ、すなわち対象建物の存在しない
海等のメッシュを除いて計算した。

表 4（上）からは、1km メッシュの場合には、対象建物の
存在する全メッシュのうち、焼損棟数の多いほうから上位
9.36% のメッシュに大規模火災が発生したメッシュのうち半数
を超えるメッシュが集中していることとなる。このことから、
焼損棟数の多いメッシュならば大規模な火災が発生するとは
言えないものの、大規模な火災が発生したメッシュは焼損棟
数が比較的多く、大規模地震災害発生直後に延焼被害が大
きくなる地域を提示できる可能性があると考えられる。

なお、表 4（下）の 250m メッシュの場合、上位 20.95%
の延焼棟数の多いメッシュに含まれる大規模火災が発生した
メッシュでも 46.94% に留まっている。こちらも、焼損棟数の
多いメッシュならば大規模な火災が発生するとは言えないも
のの、大規模な火災が発生したメッシュは焼損棟数が比較的
多いという傾向が現れていると思われるが、1km メッシュの
場合に比べて大規模火災の発生したメッシュが延焼棟数の多
いメッシュに集中していない。この原因としては、メッシュサイ
ズが大規模火災の延焼範囲よりも小さく、複数のメッシュに
大規模火災が及んだことで、比較的延焼棟数の少ないメッ
シュも大規模火災の発生したメッシュとして計上している事が
1kmメッシュの場合よりも多くなっている可能性が考えられる。

また、250m メッシュの場合の 0812 のメッシュでは、実際
には大きな火災が発生しているにも関わらず、焼損棟数の計
算結果としては 26 棟程度にとどまっている。この原因として
は、メッシュ内の対象建物が 9 つに分かれてクラスタを構成
しているため焼失率が大きくならなかったことのほか、文献
11）の 90 ページには「この地域は、中小のケミカルシューズ
の工場及びこれに関連する零細企業が多く建っている所で、
44 棟もの建物がある。その内でも、特に出火場所となった
若松町 3 丁目一帯には、27 棟と集中している。また、ケミカ

ルシューズ工場には溶剤、ゴム製品、ゴム糊等の危険物が
大量に存在するため、速燃的に延焼拡大した火災である。

さらに、建物外壁のモルタルの剥離、屋根瓦の落下、倒
壊のほか、街区内の生活道路の幅員が狭いことなどが重な
り大規模な火災となったものである。」との記載があることか
ら実際の火災の性状が我々の計算方法で想定している防火
木造建物の火災性状とは異なっていた可能性も考えられる。

（3）出火点分布との比較
実際の出火点分布と図 11（上）をかさねあわせた結果を

図 13 に示す。
1995 年（平成 7 年）兵庫県南部地震の火災は家屋被害

とほぼ比例して震度 6 以上の地域に多く発生していると言わ
れている12）が、図 13 においても出火点と焼損棟数の多いメッ
シュが比較的よく重なっており、焼損棟数の計算結果にも同
様の傾向が再現されていることが判る。また、図 11 の各メッ
シュのうち、海等の対象建物の存在しないメッシュを除いた
各メッシュの焼損棟数の震度別度数分布表を表 5 に示す。焼
損棟数の大きなメッシュは震度 6 弱以上のメッシュに存在し、
特に震度 6 強以上のメッシュに集中していることが判る。こ
のことは、震度が大きくなるにつれて大きな出火率を与えて
いる影響が、焼損棟数の計算結果に適切に反映されているこ
とを示していると考えられる。

（4）出火率の影響に関する検証
3.2（1）で述べたとおり、焼損棟数の計算結果は実際の

被害に比べ、かなり大きなものとなった。この原因として、
計算に用いた出火率が過大であった可能性が考えられたこと
から、出火率の影響について検証を行った。

1）�出火率計算における時刻補正および季節補正の影響に関
する検証
広域版地震被害想定システム 1）では、地震の発生した時

刻および季節に応じて図 14 に示すように補正係数を用いて

図 10　方法 1と方法 2 により作成される延焼クラスタと延焼限界距離の関係
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火災件数を算出しており、（9）式の右辺に現れるαβ×
0.003152r0.6041 が出火率に相当する。3.2（1）の計算を行う
際、3.1（5）で触れたように震度階級に対応する防火木造建

物の出火率として既報 3,4）と同一の値を用いたが、既報 3,4）
ではこの出火率を算出する際、α, βについてはそれぞれの
加重平均を用いていた。表 6,7 にα, βのそれぞれについて、

図 11　方法 2を用いて計算した
　　　 焼損棟数の計算結果
　　　 （上）1km メッシュ
　　　 （左）250m メッシュ
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本来の補正係数の値と、3.2（1）の計算に用いた補正係数
の加重平均を示す。

表から、平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震の発生時刻

である1 月 17 日午前 5 時 46 分に適用される補正値は本来
αが 0.098、βが 2.4087 であるが、3.2（1）の計算を行う際
に用いた補正値はαが 0.950917、βが 1.167204 であり、α,

図 12　実際の大規模火災の発生
　　　 状況（5,000m² 以上）
　　　 （上）1km メッシュ
　　　 （左）250m メッシュ
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βの積をそれぞれ求めると約 0.236 と約 1.110 となり、3.2（1）
の計算に用いた出火率が広域版地震被害想定システムで本
来利用されている出火率よりも約 4.7 倍に大きくなっている。

そこで、広域版地震被害想定システムで本来利用されてい
る出火率を用いて、3.2（1）と同一の気象条件・震度分布デー
タにより計算を行った結果、1km メッシュの場合の焼損棟数
は、方法 1では約 21,304 棟、方法 2 では約 20,604 棟となっ
た。また、250m メッシュの場合の焼損棟数は、方法 1では
約 12,957 棟、方法 2 では約 12,595 棟となった。これら焼
失棟数の値は、まだ実際の延焼被害（7,574 棟）を上回って
いるが、平均値を用いた場合に比べて実際の値に近づいた
結果となった。

図 15、16、表 8 に、本来広域版地震被害想定システムで
用いている補正係数を利用して焼損棟数を計算した結果の

一部を示す。
図 15、16 からは、計算の結果、各メッシュの焼損棟数の

計算結果がそれぞれ減少していることが確認できるのに加
え、各メッシュの焼損棟数の大小がよく似ていることが判る。

また、表 8 の度数分布表では、上位 15.31% に 73.33% が
集中しており、この場合でも大規模地震災害発生直後に、
延焼被害が大きくなる地域を提示できる可能性があると考え
られる。

方法 1と方法 2 の双方とも、大規模地震発生直後に推定
結果を算出できるよう、事前に震度階級ごとの出火率を求め、
事前処理の中で一部の延焼クラスタの焼失棟数まで計算する
こととしたが、その際に平均値を利用したことが計算結果に
影響したものであり、簡略化の悪影響と言うことができる。

なお、時刻に関する補正係数αの最小値および最大値は

表 4　方法 2 を用いて計算した全メッシュの焼損棟数の度数分布
（上）1km メッシュ　（下）250m メッシュ

度数 累積度数 相対累積度数 (%)
※対象建物のないメッシュは除く

全メッシュ
大規模火災が
発生している

メッシュ
全メッシュ

大規模火災が
発生している

メッシュ
全メッシュ

大規模火災が
発生している

メッシュ
2400< 焼損棟数≦ 2700 1 1 1 1 0.43 6.67
2100< 焼損棟数≦ 2400 2 1 3 2 1.28 13.33
1800< 焼損棟数≦ 2100 3 1 6 3 2.55 20.00
1500< 焼損棟数≦ 1800 8 3 14 6 5.96 40.00
1200< 焼損棟数≦ 1500 3 1 17 7 7.23 46.67
900< 焼損棟数≦ 1200 5 1 22 8 9.36 53.33
600< 焼損棟数≦ 900 12 1 34 9 14.47 60.00
300< 焼損棟数≦ 600 19 3 53 12 22.55 80.00
0< 焼損棟数≦ 300 182 3 235 15 100.00 100.00

対象建物なし（焼損棟数=0） 360 - 595 - - -

度数 累積度数 相対累積度数 (%)
※対象建物のないメッシュは除く

全メッシュ
大規模火災が
発生している

メッシュ
全メッシュ

大規模火災が
発生している

メッシュ
全メッシュ

大規模火災が
発生している

メッシュ
360< 焼損棟数≦ 400 2 1 2 1 0.40 2.04
320< 焼損棟数≦ 360 1 0 3 1 0.59 2.04
280< 焼損棟数≦ 320 5 0 8 1 1.58 2.04
240< 焼損棟数≦ 280 11 5 19 6 3.75 12.23
200< 焼損棟数≦ 240 24 3 43 9 8.50 18.36
160< 焼損棟数≦ 200 32 6 75 15 14.82 30.61
120< 焼損棟数≦ 160 31 8 106 23 20.95 46.94
80< 焼損棟数≦ 120 36 6 142 29 28.06 59.18
40< 焼損棟数≦ 80 68 8 210 37 41.50 75.51
0< 焼損棟数≦ 40 296 12 506 49 100.00 100.00

対象建物なし（焼損棟数=0） 66 - 572 - - -
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0.046 と 2.5 であり、季節に関する補正係数βの最小値およ
び最大値は 0.4152 と 2.4087 である。このため、α, βの積
の最小値および最大値は約 0.019 と約 6.022 となり、この
値を用いて計算される出火率には最大で 300 倍以上の差が
生じる場合があることが判る。また、出火率以外の条件を3.2

（1）の計算と等しくして焼損棟数を計算すると、最小の出火
率を利用した場合の焼損棟数は約 2,044 棟、最大の出火率
を用いた場合の焼損棟数は約 101,888 棟となり、焼損棟数
の計算結果にも約 50 倍の差が生じることとなる。このことを
踏まえると、実装に向けて、時刻や季節に合わせて適切な出

火率を設定しても高速で実行できる実装方法について検討し
ておく必要があると考えられる。
2）実際の出火件数に基づいて出火率を調整した場合との比較

前述のとおり、平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震発当
日の神戸市内における建物火災出火件数は 103 件となってい
るのに対して、平均的なα, βを用いて出火率から求めた出
火件数は 232 件である。

作成したデータの範囲が神戸市と完全に一致していないた
め、これらの数字をそのまま用いると誤差を含むことになる
点や、地震発生当日の出火件数ではなく地震発生後数日間

表 5　各メッシュの焼損棟数の震度別度数分布表
（1km メッシュの場合、焼損棟数が 0 のメッシュを除く）

入力した震度情報
5 強 6 弱 6 強 7

2400< 焼損棟数≦ 2700 0 0 1 0
2100< 焼損棟数≦ 2400 0 0 2 0
1800< 焼損棟数≦ 2100 0 0 1 2
1500< 焼損棟数≦ 1800 0 2 1 5
1200< 焼損棟数≦ 1500 0 0 1 2
900< 焼損棟数≦ 1200 0 1 4 0
600< 焼損棟数≦ 900 1 2 3 6
300< 焼損棟数≦ 600 0 4 7 8
0< 焼損棟数≦ 300 91 68 19 4

図 13　焼損棟数の計算結果と出火点分布 12）の重ね合わせ
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の出火件数を用いるべきか否かなど、妥当性についての懸念
はあるものの、実際の出火件数に基づいて出火率を調整して
検証を行った。

出火件数の比に基づいて震度階級ごとの出火率を算出する
と表 9 の出火率を得ることができるが、この出火率を用いて、
3.2（1）と同一の気象条件・震度分布データにより計算を行っ
た結果、1km メッシュの場合の焼損棟数は、方法 1 では約
36,515 棟、方法 2 では約 35,324 棟となった。

また、250m メッシュの場合の焼損棟数は、方法 1では約
21,379 棟、方法 2 では約 20,807 棟となった。

焼損棟数は各クラスタに含まれる建物数と出火率から計算
されているが、出火率を調整したにも関わらず焼損棟数が多
くなったことから、作成された延焼クラスタに含まれる建物数
が多くなっている可能性が考えられる。延焼クラスタに含まれ
る建物数が大きくなった原因としては、クラスタ作成に用いた
延焼限界距離が過大になっている可能性が考えられ、適切
な延焼限界距離の設定方法についても検討する必要がある
と考えられる。

4.　おわりに

本報告では、平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震を対象
にデータを作成して、筆者らの検討してきた計算方法による
焼損棟数の計算を行い、実際の被害と比較した結果につい
て報告した。

その結果、現在の計算方法では、焼損棟数の計算結果が
実際の火災被害を大きく上回った。

また、焼損棟数の多いメッシュならば大規模な火災が発生
するとは言えないものの、大規模な火災が発生したメッシュ
は焼損棟数が比較的多い傾向があることが確認できた。

さらに、1995 年（平成 7 年）兵庫県南部地震の火災は家
屋被害とほぼ比例して震度 6 以上の地域に多く発生している
と言われているが、焼 25 損棟数の計算結果では震度 6 弱
以上、特に震度 6 強以上に焼損棟数の多いメッシュが集中し
ており、震度の影響を反映して同様の傾向が再現されている
ことが判った。

また、出火率が焼損棟数の計算結果に与える影響につい
て検証し、広域版地震被害推定システムで本来用いている時
間や季節に関する補正係数を用いたほうが実際の火災被害に
近い計算結果を得られることや、クラスタ作成に用いている延
焼限界距離が過大になっている可能性があることが判った。

今後の課題としては、実際の延焼被害を焼損棟数の計算
結果が大きく上回った原因についてのさらなる検討や、延焼
限界距離の適切な設定方法、作成した延焼クラスタと各火災
の延焼範囲の比較、他の地震を対象とした検証等を行う必
要があると考えられる。

図 14　�広域版地震被害推定システムにおける火災
件数の計算方法

表 6　発生時刻の影響を補正する係数α

表 7　季節の影響を補正する係数β
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図 15　 広域版地震被害推定手法で本来用いられている時刻・季節に関する補正係数を利用して計算した焼損
棟数の計算結果（1km メッシュ、方法 2 の場合）

図 16　 時刻・季節に関する補正係数に平均値を利用した場合と広域版地震被害推定手法で本来用いられてい
る係数を用いた場合の焼損棟数の計算結果の違い（1km メッシュ、方法 2 の場合）
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表 8　�広域版地震被害推定手法で本来用いられている時刻・季節に関する補正係数を利用して計算した全メッシュの焼損棟
数の度数分布（1km メッシュ、方法 2 の場合）

度数 累積度数 相対累積度数 (%)
※対象建物のないメッシュは除く

全メッシュ
大規模火災が
発生している

メッシュ
全メッシュ

大規模火災が
発生している

メッシュ
全メッシュ

大規模火災が
発生している

メッシュ
1200<x≦1350 1 0 1 0 0.43 0.00
1050<x≦1200 1 1 2 1 0.85 6.67
900<x≦1050 2 0 4 1 1.70 6.67
750<x≦900 5 3 9 4 3.83 26.67
600<x≦750 2 1 11 5 4.68 33.33
450<x≦600 5 1 16 6 6.81 40.00
300<x≦450 4 1 20 7 8.51 46.67
150<x≦300 16 4 36 11 15.31 73.33
0<x≦150 199 4 235 15 100.00 100.00

対象建物なし 360 - -595 - - -

表 9　�平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震発当日の神戸市
内における建物火災出火件数に基づいて調整した出
火率

震度
階級

震度階級
ごとの
出火率

震度
階級

震度階級
ごとの
出火率

0 0.000000 5弱 0.000000
1 0.000000 5強 0.000049
2 0.000000 6弱 0.000219
3 0.000000 6強 0.000520
4 0.000000 7 0.001065
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（Abstract）
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When a large earthquake occurs, it is thought that many earthquake fires will occur as seen in past large 
earthquakes.

In our previous report, in order to add an earthquake fire damage estimating function to the Wide-Area 
Earthquake Damage Estimation System, we discussed those two fast estimation methods using ideas of fire spreading 
cluster.

The numbers of burnt buildings obtained by these calculation methods are considered to be the probabilistic 
average of various fire occurrence situations, while the actual damage is considered to be one of those occurrence 
situations.

Therefore, although it is difficult to simply compare the calculation results and the actual damage, in order to 
verify the effectiveness of these methods, we try to compare.

In this paper, we report on the result of comparison the number of burnt buildings obtained by the calculation 
method studied so far, with the actual damage for the 1995 Hyogoken-Nanbu Earthquake.
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1.　まえがき

公設消防機関が化学工場で爆発があったらしいという通報
を受けて出動し現場に到着した際に、施設が激しく壊れてお
り大きな音がしたという証言があれば、爆発があったと判断
できる。しかし、現場に到着したときには火災が見えず、施
設の一部に破壊の跡が発見されたのみであった場合、破壊の
原因は爆発かどうかの判断が容易にできないことがある。爆
発が発生した場合、どのような痕跡が残るかについて知るた
めに、小規模な爆発実験を行った。

爆発の原因として例えば以下のようなことが考えられる。
①�配管、貯蔵容器から気体燃料が漏洩し、空気中で可燃性予

混合気を形成し、何らかの着火源により着火する。
②�配管、容器から引火点の低い可燃性液体が漏洩し、気化

し、空気中で可燃性予混合気を形成し、何らかの着火源に
より着火する。

③�容器内に、引火点の低い可燃性液体が貯蔵されており、液
面上に可燃性予混合気が形成されている。何らかの着火源
により着火する。

④�容器内に、引火点の低い可燃性液体が貯蔵されており、液
面上に可燃性予混合気が形成されている。可燃性液体を
容器から抜き取った後であっても、容器内に可燃性予混合
気が存在し、何らかの着火源により着火する。

⑤�細かい粉が空気中に舞い上がり、何らかの着火源により着
火する。

⑥�引火点の高い可燃性液体の流れる配管に亀裂ができ、亀
裂から可燃性液体がミスト状に噴出する。何らかの着火源
により着火する。

⑦�可燃性液体の入っている容器から外部に蒸気が流出する。
蒸気が滞留し、可燃性予混合気が形成され、何らかの着火

源により着火する。
①から⑦が原因と推定された災害の事例を文献 1 に示し

た。ここでは、低引火点の可燃性液体がほぼ密閉された区
画内の床面上に漏洩し、気化し、区画内に可燃性予混合気
が形成され、着火した場合を想定する。着火すると、火炎が
区画内を伝ぱする。区画内の圧力が上昇すると、区画の一部
が壊れ、区画内の気体が外部に噴出する。このとき火炎が
噴出することもある。このように、いわゆる、ガス爆発の現
象が起こる 2,3)。区画内にシート状の可燃性固体を設置し、
区画内を伝ぱする火炎により、区画内の可燃性固体にどのよ
うな痕跡が残るかを実験的に調べ、その結果を文献 1 で報
告した。ガス爆発では、外部に火炎が噴出することがある。
区画外にシート状の可燃性固体を設置し、外部に噴出した火
炎により、可燃性固体にどのような痕跡が残るかを実験的に
調べることとした。そのために、実験用の区画を作り、区画
内に可燃性予混合気を形成させ、着火した。着火すると、火
炎が区画内を伝ぱし、区画の一部が壊れ、火炎が外部に噴
出するようにした。区画の外に短冊状の可燃性固体を設置し、
噴出する火炎によりどのような痕跡が残るかを実験的に調べ
た。

2.　実験装置及び方法

実験装置として、ステンレス製容器を使用した。内寸
は 20cm × 20cm × 20cm、 外 寸 は 21.4cm × 21.4cm ×
21.4cmである。図 1 に示すように、ステンレス製容器の上面
には窓 (16cm × 16cm) があり、側面の 2 面にも窓 (16cm ×
16cm) がある。側面を A 面、B 面とし，上面を C 面とする。
ステンレス容器の外側から、両面テープと養生テープを使い、
窓にポリエチレンシート（厚さ 0.1mm）を貼り付けることによ

小型模型を使用したガス爆発実験について
- 開口より外部に噴出した火炎の影響 -

鈴木　健

（令和 5 年 7 月 31 日　受理）

爆発が発生した場合にどのような痕跡が残るかについて知るために小規模な爆発実験を行った。低引火点
の可燃性液体がほぼ密閉された区画内の床面上に漏洩し、気化し、区画内に可燃性予混合気が形成され、
着火した場合を想定した。着火すると火炎が区画内を伝ぱする。区画内の圧力が上昇すると、区画の一部が
壊れ、火炎が外部に噴出する。区画外にシート状の可燃性固体を設置し、可燃性固体にどのような痕跡が
残るかを実験的に調べた。

技術報告
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り窓をふさぎ、ステンレス容器を密閉した。ステンレス製容器
の内部の床面にステンレスシャーレを設置し、ステンレスシャー
レ内にヘキサン ( 和光純薬鹿 1 級 ) を注ぎ、ヘキサンが気化
するのを待った。気化を早めるために、ステンレスシャーレの
下にカートリッジヒーターを1 本設置し、加熱した。カートリッ
ジヒーターの最大の出力は、電圧 100V で 120W であるが、
変圧器を介することにより電圧25Vで使用した。ワットチェッ
カー付き電源タップを使い簡易に電力消費を測定したところ、
電圧 25V では、7W であった。ステンレスシャーレ内のヘキ
サンがすべて気化した後に、ステンレス製容器の内部のほぼ
中央で電気火花を発生させることにより着火した。電気火花
を発生させるために使用した変圧器の仕様を以下に示す。

名称　　燃焼器具用変圧器
製造　　長野愛知電機
形式　　IG-CD162B
形番　　ATN110A-1 
時間定格　　連続
1 次電圧　　100・200V
2 次電圧　　6kV
周波数　　50・60Hz
容量　　155・120VA
2 次短絡電流　　21・16mA

ステンレス製容器にポリエチレンシートを貼り付ける際に、
B 面の貼り付けを他の面よりも弱くした。このようにして内部

面

面

面

シャーレ

電気火花
着火装置

ヒーター

図 1　実験に使用したステンレス製容器

スチール製アングル

可燃性固体

面面

図 2　 B 面の方向から見たステンレス製容器とその外部に
設置した可燃性固体

面

スチール製アングル

スチール製アングル

可燃性
固体

面

図 3　 A 面の方向から見たステンレス製容器とその外部に
設置した可燃性固体
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での圧力が上昇しポリエチレンシートが剥がれる際に B 面が
剥がれるようにした。また、内部の攪拌は行わなかった。

図 2 と図 3 に示すように、実験装置の外に可燃性固体を
設置するための金属製の枠を置いた。枠はスチール製アング
ルを使い作成した。短冊状の可燃性固体 1枚を枠に両面テー
プで貼り付けた。可燃性固体として、ろ紙 ( 厚さ:0.20mm)、
ポリエチレンシート( 厚さ:0.05mm)、ポリ塩化ビニルシート( 厚
さ:0.05mm)、テフロンシート( 厚さ:0.05mm)、キムタオル ( 厚
さ:0.075mm、日本製紙クレシアが製造販売している紙製の
ウエス)を使用した。短冊状の可燃性固体の幅は 5cmとした。
キムタオルの長さは 38cm とし、それ以外の長さは 40cm と
した。キムタオルは出荷時には 4 枚重ねとなっているのを引
き剥がし1 枚にした。引き剥がした結果、表面には毛羽のよ
うなものができたが、そのままにした。B 面から可燃性固体
の端までの距離を 30cm とした。
高速度ビデオ撮影の機能があるデジタルカメラを使用
し、A面、B 面、C 面を同時に撮影した。撮影速度は毎秒
240 コマとした。得られた画像を解析した。

3.　結果及び考察

ステンレス製容器の内部に形成された可燃性予混合気に
着火すると、火炎が内部を伝ぱした。内部の圧力が上昇する
と、B 面に貼り付けたポリエチレンシートの一部が剥がれ、
火炎が外部に噴出した。噴出する様子は、内部で気化した
ヘキサンの量、すなわち、内部でのヘキサンの濃度により変
化した。ヘキサンの量を変化させながら、火炎が噴出する様
子を観察したところ、ヘキサンを1g 気化させた際に、外部に

噴出した火炎が最も大きかった。本実験は、ヘキサンを1g
気化させて行うこととした。このときのヘキサンの濃度は 3.5%
であった。

外部に設置する可燃性固体として、ろ紙を使用した場合に
おける火炎の様子を図 4 に示す。t は着火からの経過時間で
ある。火炎は外部に噴出した後、ろ紙を覆い、ろ紙を通過し、
見えなくなった。実験終了後のろ紙は実験前と比べ、ほとん

上段： 面を撮影，中段： 面を撮影，下段： 面を撮影

内部で火炎が伝ぱ
する

火炎が外部に噴出
する

噴出した火炎が可
燃性固体を覆う

噴出した火炎が可
燃性固体をほぼ通
過する

噴出した火炎がほ
ぼ見えなくなる

図 4　ろ紙を使用した場合における火炎の様子

図 5　実験終了後のろ紙の様子
面に近い側の端部

ろ紙の上端
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使用した場合における火炎の様子を図 6 に示す。火炎は外
部に噴出した後、ポリエチレンシートを覆い、ポリエチレンシー
トを通過し、見えなくなった。図 7 に示すように、ポリエチレ
ンシートは火炎に覆われていた部分のあたりが溶融し収縮し
ていた。

外部に設置する可燃性固体として、ポリ塩化ビニルシート
を使用した場合における火炎の様子を図 8 に示す。火炎は

ど変化がなかった。拡大して観察すると、図 5 に示すように、
B 面に近い側の端部の一部が黒く変色することがあった。過
去の実験 1) では、火炎が伝ぱした後に区画内の温度が高い
状態で維持されたために、区画内に設置したろ紙が燃焼を
開始した。本実験では、火炎が通過すれば温度が下がるので、
区画外に設置したろ紙は燃焼しなかった。

外部に設置する可燃性固体として、ポリエチレンシートを

上段： 面を撮影，中段： 面を撮影，下段： 面を撮影
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ぼ見えなくなる

図 6　ポリエチレンシートを使用した場合における火炎の様子

面に近い側の端部

テフロンシート

ポリエチレン
シート

ポリ塩化ビ
ニルシート

図 7　 実験終了後のポリエチレンシート、ポリ塩化ビニルシート、テフロンシートの様子
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外部に噴出した後、ポリ塩化ビニルシートを覆い、ポリ塩化
ビニルシートを通過し、見えなくなった。図 7 に示すように、
ポリ塩化ビニルシートは火炎に覆われていた部分のあたりが
溶融し収縮していた。

過去の実験 1) では、ポリエチレンシートとポリ塩化ビニル
シートが区画内に設置された場合、伝ぱ火炎からの熱と、火
炎後方の燃焼生成気体からの熱により、溶融した。本実験

では、同様に、火炎が通過する際に受ける熱により、溶融した。
外部に設置する可燃性固体として、テフロンシートを使用

した場合における火炎の様子を図 9 に示す。火炎は外部に
噴出した後、テフロンシートを覆い、テフロンシートを通過し、
見えなくなった。撮影した画像をみると、火炎が通過した直
後では、テフロンシートは伸びていた。図 7 に示すように、
実験終了後のテフロンシートは、実験前と比べほとんど変化

上段： 面を撮影，中段： 面を撮影，下段： 面を撮影
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図 8　ポリ塩化ビニールシートを使用した場合における火炎の様子

上段： 面を撮影，中段： 面を撮影，下段： 面を撮影
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図 9　テフロンシートを使用した場合における火炎の様子
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がなかった。本実験でのテフロンシートに関する結果は、過
去の実験 1) と同様である。

外部に設置する可燃性固体として、キムタオルを使用した
場合における火炎の様子を図 10 に示す。火炎は外部に噴出
した後、キムタオルを覆い、キムタオルを通過し、見えなくなっ
た。噴出した火炎が通過した後、キムタオルの表面の一部に
火炎があった。表面にあった火炎が拡がり、キムタオル全体
が燃えた。着火前には、キムタオルの表面には毛羽のような
ものがあった。噴出した火炎がキムタオルを覆っている間に、
毛羽のような燃えやすいものが着火され、噴出した火炎が通
過した後も、毛羽の燃焼が継続したと思われる。過去の実
験 1) では、表面に毛羽のようなものあるキムタオルは使用し
なかった。区画内に設置していれば、着火した可能性はある。

4.　まとめ

爆発が発生した場合、どのような痕跡が残るかについて知
るために、小規模な爆発実験を行った。低引火点の可燃性
液体が、ほぼ密閉された区画内の床面上に漏洩し、気化し、
区画内に可燃性予混合気が形成され、着火した場合を想定
した。着火すると、火炎が区画内を伝ぱする。区画内の圧

力が上昇すると、区画の一部が壊れ、火炎が外部に噴出する。
区画の外に短冊状の可燃性固体を設置し、噴出する火炎に
よりどのような痕跡が残るかを実験的に調べた。火炎は外部
に噴出した後、可燃性固体を覆い、通過し、見えなくなった。
可燃性固体としてろ紙を使用した場合、ろ紙の端部の一部
が黒く変色することがあった。ポリエチレンシートとポリ塩化
ビニルシートを使用した場合、実験終了後，溶融し収縮した。
テフロンシートを使用した場合、実験終了後は，実験前と比
べほとんど変化がなかった。キムタオルを使用した場合、キ
ムタオル全体が燃えた。表面にあった毛羽のような燃えやす
いものが、噴出した火炎により着火され、火炎が通過した後
も毛羽の燃焼が継続し、拡がったと思われる。
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Small-scale explosion experiments were conducted to find out what traces would be left after an explosion 
occurred. A flammable mixture of hexane and air was formed in an enclosure (inner dimensions: 20 cm × 20 cm × 20 
cm) and was ignited by an electric spark. A flame spread in the enclosure. When the pressure in the enclosure 
increased, part of the enclosure broke and a flame was ejected outside. A sheet of flammable solid was placed outside 
the enclosure and experimentally examined what traces were left by the ejected flame. When the flame was ejected 
outside, it covered the flammable solid, passed through it, and disappeared. When a sheet of filter paper was used as a 
flammable solid, a part of the edge of the filter paper sheet turned into black. When a polyethylene sheet and a polyvinyl 
chloride sheet were used, they melted and shrank after the ejected flame disappeared. When a Teflon sheet was used, 
there was almost no change after the ejected flame disappeared. When a sheet of paper towel was used, the entire sheet 
burned. It is thought that flammable objects on the fuzzy surface were ignited by the ejected flame, and the combustion 
continued after the flame passed.
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